
農産物は、作れば売れる時代から、売れる

ものを作る時代になった。生産部会もそれに

適した組織へと再編することが求められてい

る。今回紹介する群馬県JA館林市では、地域

の枠を超えた品目別部会を新たに設立するこ

とにより、付加価値をつけた販売に結びつけ

ている。

１　地域の概況と従来の組織構造

JA館林市の2007年度の販売・取扱高は80億

円であり、その約半分を野菜が占めている。

野菜の主な品目は、キュウリ、ナス、トマト、

イチゴ、ハクサイであり、とくに施設栽培キ

ュウリの生産が多い。

野菜は、「JA館林市青果センター」(大規模

集出荷場)で集荷し、そこから京浜を中心に各

地の卸売市場に出荷している。青果センター

は、1972年に、物流面の利便性から同年に開

通した東北自動車道館林インターチェンジ近

くに設立された。このとき、各地区の出荷組

合の組合長を構成員として、館林市農業協同

組合青果センター出荷組合連絡協議会(以下

「協議会」)が設立された。

出荷組合は地区(集落)を単位とする任意の

組織であり、同一の出荷組合の中でも、各組

合員が栽培している野菜の品目はまちまちで

ある。キュウリを中心に生産している生産者

もいれば、トマトを栽培している生産者もい

る。当時は、施設栽培の場合にも、育苗や定

植、施設のビニールの張替えなど、栽培品目

を超えた地区での共同作業が比較的多かった

ためである。

協議会は、青果センターへの出荷に関する

出荷組合間の意見調整の場として設立され

た。当時は大量生産大量消費の時代であり、

有利に販売するためには、青果センターで一

元集荷して出荷ロットを確保し、一元販売す

ることが戦略上重要であった。

２ 組織再編とその背景

しかしそれから20年が経過し、農産物消費

は伸び悩むようになり、農産物を作れば売れ

る時代は終わって、売れるものを作ることが

求められるようになった。生産したものを単

に大量に集荷して出荷するだけでは有利に販

売できず、品質を高めるために、栽培方法等

の生産面についても生産者の意識を統一する

ことが必要になったのである。

それまでは、卸売業者からの評価等の特定

の品目に関する情報は、当該品目を栽培して

いるかどうかに関係なく、出荷組合の組合長

を介して生産者に伝達されており、情報は当

該品目を栽培している生産者に直接伝わらな

かった。また当該品目の生産者の意見や要望

も直に届かなかった。
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また出荷組合長は最も若くても60歳と、年

配の生産者が多くなり、協議会での協議内容

に若手生産者の意見が反映されにくい状況が

生まれていた。高齢の生産者と、子どもの教

育費等の負担のために所得拡大に積極的な若

手生産者とでは、販売や生産に対する意見も

自ずと異なる。若手生産者の意見を反映する

場が必要になっていた。

さらに、脱会等により出荷組合に加入しな

い生産者が増え、生産者の約２割を占めるよ

うになっていた。そのような生産者は、JA館

林市青果センターに出荷するものの、協議会

に要望を反映させる機会はなかった。

そこで1993年に、JAが主導して、地区や出

荷組合の枠を超えた「作物部会」を設立した。

作物部会には、出荷組合に加入していない生

産者を含めて、当該品目を生産する有志が参

加した。出荷組合が地区ごとにタテになって

いるとすれば、それに品目ごとにヨコ串を刺

した格好になる(第１図)。06事業年度末にお

いて、キュウリをはじめとする19の作物部会

が設立されている。

作物部会では、栽培技術や規格基準の統一

に関することを中心に活動している。

そして各作物部会の部会長も協議会の構成

員となり、残留農薬検査など、品目間に共通

する生産面のテーマを協議することになった。

３　組織再編による効果

作物部会の設立は次のような効果をもたら

した。第１に、各作物部会の役員会が頻繁に

開かれるようになり、役員から各生産者への

伝達事項が迅速に浸透するようになった。

第２に、作物部会の部会長を若手生産者が

務めるようになり、それまで行ったことのな

い取組みにも積極的になった。結果として、

作物部会は若手生産者の意見を反映するチャ

ネルとしても機能している。

作物ごとの活動が強化され、若手を中心に

取組みが積極的になったことを生かして、最

近では、さらに出荷方法で差別化を図ってい

る。例えば、キュウリ部会の中にできた、早

朝に収穫したものをその日にスーパーの店頭

で販売する朝採りキュウリのグループの取組

みがそれである。収穫から販売までの時間を

短縮した流通システムを構築し、通常の市場

出荷に比べて鮮度が高い状

態で消費者に届けられるこ

とが、差別化のポイントと

なっている。このような取

組みを牽引したのが、40歳

代のキュウリ部会長である。

JA館林市の取組みは、近

年の環境変化に適応するた

めの１つの方向性として、

目的を明確化した組織への

再編が効果的であることを

示しているように思われる。

（おだか　めぐみ）
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第1図　組織再編後の協議会のイメージ図 
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